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【具体的施策】

　総　務　部 

　環境生活部 

　環境生活部 

○協働の担い手の活動の支援や協働の取組促進 

○男女共同参画を推進する民間活動団体との連携の促進 

○地域，職場等で男女共同参画を推進する仕組みづ
くり 

【具体的施策】

　環境生活部 ○市町村行政担当者に対する研修の実施及び情報の
提供 
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第4章　県の推進体制 

この計画に盛り込まれた施策を着実に推進するために，推進体制を充実・強化し，適

切な進行管理を行うとともに，県民や事業者の理解を得ながら，県，市町村，県民及び

事業者が一体となって協働による取組を進めます。

1　推進体制 

計画の推進に当たっては，有識者等による鹿児島県男女共同参画審議会の意見や提

言をはじめ，県民の意向を尊重しながら，知事を本部長とする鹿児島県男女共同参画

推進本部を中心に，県全体で総合的かつ計画的な取組を進めます。

また，関係課等に設置する男女共同参画推進員と連携した取組を進めます。

 

2　県男女共同参画センターの機能の充実 

男女共同参画を推進する総合的施設である県男女共同参画センターを中心に男女共

同参画に関する広報・啓発や情報の収集・提供を行うとともに，民間団体等と協働し

てより充実した男女共同参画に関する学習の場を提供します。

また，県内各地域で男女共同参画社会の形成に関する理念の浸透を図るため，各地

域において男女共同参画を推進する人材の育成に取り組みます。

さらに，男女共同参画社会の形成を阻害する行為に関する様々な悩みや問題をはじ

め，法律・心理などの専門的な問題にも対応した総合的な相談を実施するなど，県男

女共同参画センターの機能の充実を図ります。

 

3　男女共同参画の施策に関する申出への対応 

県が実施する男女共同参画の推進に関する施策又は男女共同参画に影響を及ぼすと

認められる施策についての県民及び民間団体からの申出があった場合は，鹿児島県男

女共同参画推進条例第15条第１項の規定に基づき，関係部局と連携を図りながら適切

な処理に努めます。

重点目標10　県民や事業者，ＮＰＯ等との連携 

重点目標11　市町村との連携 

■現状と課題 

男女共同参画社会を実現するためには，県民一人一人が男女共同参画社会に関す

る理解を深め，地域で生活する者としての視点で様々な活動に取り組んでいくこと

が重要です。

また，これからの地域社会づくりは，行政だけではなく，自治会，ボランティア，

ＮＰＯ，企業など地域の多様な主体が連携・協働し，地域課題の解決に向けた取組

を進めていくことが求められています。

現在，ＮＰＯ等やボランティアの活動には，男性のみならず女性も多く参画し，様々

な活動が展開されています。このような活動を支援し，拡大していくことで，男女

共同参画の視点に立った地域社会づくりが推進されることが期待されます。

このように，男女共同参画社会の形成には，県，県民，事業者，ＮＰＯ等が有機

的に連携して様々な取組が行われることが大切です。

■施策の方向 

①　民間団体等との連携の促進 

地域社会の運営や幅広い分野での課題に主体的に取り組んでいる地域の自治会や

ボランティア，ＮＰＯ等の協働の担い手の活動を支援し，協働の取組により男女共

同参画社会づくりを推進します。

■現状と課題 

県内の市町村においては，男女共同参画社会の形成を推進する条例の制定や基本計画

の策定などを通じ，それぞれの地域の実情や特性を踏まえた主体的な取組が行われてい

ます。地方分権が推進される中で，住民に最も身近な市町村が果たす役割は，ますます

重要となってきており，今後，県・市町村が連携を強化し，一体となって男女共同参画

社会の実現に向けた取組を進めることが求められています。

■施策の方向 

①　市町村の取組への支援 

市町村における推進体制の整備・充実や，関係施策を推進する上で基本となる計

画がすべての市町村で策定されるよう働きかけるとともに，情報や研修機会の提供

を行うなど，市町村における男女共同参画行政の取組を支援し，連携して男女共同

参画社会の形成に取り組みます。

第4章　県の推進体制 

数値目標 男女共同参画計画の策定市町村の割合 100％

担当部局 

担当部局 
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第4章　県の推進体制 

この計画に盛り込まれた施策を着実に推進するために，推進体制を充実・強化し，適

切な進行管理を行うとともに，県民や事業者の理解を得ながら，県，市町村，県民及び

事業者が一体となって協働による取組を進めます。

1　推進体制 

計画の推進に当たっては，有識者等による鹿児島県男女共同参画審議会の意見や提

言をはじめ，県民の意向を尊重しながら，知事を本部長とする鹿児島県男女共同参画

推進本部を中心に，県全体で総合的かつ計画的な取組を進めます。

また，関係課等に設置する男女共同参画推進員と連携した取組を進めます。

 

2　県男女共同参画センターの機能の充実 

男女共同参画を推進する総合的施設である県男女共同参画センターを中心に男女共

同参画に関する広報・啓発や情報の収集・提供を行うとともに，民間団体等と協働し

てより充実した男女共同参画に関する学習の場を提供します。

また，県内各地域で男女共同参画社会の形成に関する理念の浸透を図るため，各地

域において男女共同参画を推進する人材の育成に取り組みます。

さらに，男女共同参画社会の形成を阻害する行為に関する様々な悩みや問題をはじ

め，法律・心理などの専門的な問題にも対応した総合的な相談を実施するなど，県男

女共同参画センターの機能の充実を図ります。

 

3　男女共同参画の施策に関する申出への対応 

県が実施する男女共同参画の推進に関する施策又は男女共同参画に影響を及ぼすと

認められる施策についての県民及び民間団体からの申出があった場合は，鹿児島県男

女共同参画推進条例第15条第１項の規定に基づき，関係部局と連携を図りながら適切

な処理に努めます。

重点目標10　県民や事業者，ＮＰＯ等との連携 

重点目標11　市町村との連携 

■現状と課題 

男女共同参画社会を実現するためには，県民一人一人が男女共同参画社会に関す

る理解を深め，地域で生活する者としての視点で様々な活動に取り組んでいくこと

が重要です。

また，これからの地域社会づくりは，行政だけではなく，自治会，ボランティア，

ＮＰＯ，企業など地域の多様な主体が連携・協働し，地域課題の解決に向けた取組

を進めていくことが求められています。

現在，ＮＰＯ等やボランティアの活動には，男性のみならず女性も多く参画し，様々

な活動が展開されています。このような活動を支援し，拡大していくことで，男女

共同参画の視点に立った地域社会づくりが推進されることが期待されます。

このように，男女共同参画社会の形成には，県，県民，事業者，ＮＰＯ等が有機

的に連携して様々な取組が行われることが大切です。

■施策の方向 

①　民間団体等との連携の促進 

地域社会の運営や幅広い分野での課題に主体的に取り組んでいる地域の自治会や

ボランティア，ＮＰＯ等の協働の担い手の活動を支援し，協働の取組により男女共

同参画社会づくりを推進します。

■現状と課題 

県内の市町村においては，男女共同参画社会の形成を推進する条例の制定や基本計画

の策定などを通じ，それぞれの地域の実情や特性を踏まえた主体的な取組が行われてい

ます。地方分権が推進される中で，住民に最も身近な市町村が果たす役割は，ますます

重要となってきており，今後，県・市町村が連携を強化し，一体となって男女共同参画

社会の実現に向けた取組を進めることが求められています。

■施策の方向 

①　市町村の取組への支援 

市町村における推進体制の整備・充実や，関係施策を推進する上で基本となる計

画がすべての市町村で策定されるよう働きかけるとともに，情報や研修機会の提供

を行うなど，市町村における男女共同参画行政の取組を支援し，連携して男女共同

参画社会の形成に取り組みます。

第4章　県の推進体制 

数値目標 男女共同参画計画の策定市町村の割合 100％

担当部局 

担当部局 
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○別表１　数値目標 

体 系 の
番 　 号

4−② 8.2％ 100％ 環境生活部24
配偶者等からの暴力の防止及び
被害者支援のための庁内連絡体
制を整えた市町村の割合

9−① 31.7％ 35％ 環境生活部24
県の審議会等への女性委員の登
用率

項 目
数 値 数 値 年 度

担 当 部 局
現況（19.4.1） 目 標 値

3−② 7.1�� 18 減少
させる

保健福祉部21
10代の性器クラミジア感染症と
淋菌感染症の報告数（※3）
（1定点医療機関あたり）

3−① 17.4％ 18
30％
以上

保健福祉部24子宮がん検診受診率（※2）

3−① 18.4％ 18
30％
以上

保健福祉部24乳がん検診受診率（※2）

3−② 62.2％ 18 100％ 保健福祉部21
妊娠11週以内での妊娠の届出率
（※3）

3−② 8.9％ 18
減少
させる

保健福祉部21
10代の人工妊娠中絶実施率
（15〜19歳人口千対）（※3）

3−③ 75.7％ 18 100％ 教　育　庁21
薬物乱用防止教室の実施率
（中・高校）（※3）

6−① 1,190戸 18 1,600戸 農　政　部22家族経営協定締結数（※4）

6−① 247人 18 330人 農　政　部22女性農業経営士の認定者数（※4）

6−① 379戸 18 600戸 農　政　部22女性の認定農業者数（※4）

8−④ 97箇所 18 108箇所 保健福祉部21一時保育の実施箇所数（※3）

8−④ 58箇所 18 63箇所 保健福祉部21
地域子育て支援拠点（センター
型）の設置箇所数（※3）

8−④ 24箇所 18 60箇所 保健福祉部21休日保育の実施箇所数（※3）

8−④ 212箇所 18 266箇所 保健福祉部21放課後児童クラブの設置数（※3）

8−④ 22箇所 18 32箇所 保健福祉部21母親クラブの設置数（※3）

8−④ 5箇所 18 6箇所 商工労働部21
ファミリー・サポート・センター
の設置箇所数（※3）

11−① 20.4％ 100％ 環境生活部24
男女共同参画計画の策定市町村
の割合

○別表２　関連施策・事業の数値目標等 

体 系 の
番 　 号

3−① 35機関 18
50機関以

上
保健福祉部22

女性にやさしい医療機関の指定
数（※1）

項 目
数 値 年 度 数 値 年 度

担 当 部 局
現 況 目 標 値

3−① − −
35店舗以

上
保健福祉部22

女性の健康サポート薬局の指定
数（※1）

鹿児島県における男女共同参画推進体制図 

鹿児島県男女共同参画推進条例

鹿児島県男女共同参画基本計画

鹿児島県男女共同参画推進本部 

施策・事業の総合調整及び進行管理

本部長：知事

本部員：副知事

　　　　会計管理者　　各部局長

　　　　教育長　　　　警察本部長

　　　　県立病院事業管理者

幹事会：各部局主管課長

推進員会：各部局関係課

担当係長

鹿児島県男女共同参画審議会 

基本計画の策定・変更
基本的・総合的政策又は重要事項に
ついての調査審議

委 員 

男女共同参画に関する識見
を有する者20人以内

専 門 部 会 

環境生活部青少年男女共同参画課 
【男女共同参画推進本部及び男女共同参画審議会事務局】

関係各課・機関 

鹿児島県男女共同 
参画センター 

男女共同参画を推進する
総合的な活動拠点

連携

協働
連携

協働

連携 協力

連携協働

協働連携
総合調整 推進

連携 協力

連携

協力

国
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男女共同参画社会の形成の促進に関する国内外及び本県の動き（年表） 

資　　料　　編 

年 国連関係 日　　本 鹿児島県 
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4　数値目標 

男女共同参画の施策の推進を図り，その進捗状況を把握するため，数値目標（別表１）

を設定します。

また，この計画において取り組むこととしている具体的施策で，他の計画等におい

て数値目標等が設定されているものについては，関連施策・事業の数値目標等（別表２）

としてこの計画に記載し，その進捗状況を把握していきます。

なお，目標値の年度がこの計画と異なるものについては，それぞれの計画の目標年

度終了時に新たな目標値を設定することとします。　

 

5　関連施策の進行管理 

この計画に基づいた関連施策の進行管理は，鹿児島県男女共同参画審議会による調

査審議を踏まえ，鹿児島県男女共同参画推進本部において行います。

なお，その結果については公表し，施策の推進に努めます。

 

6　計画の総合的評価 

この計画に基づいた関連施策の取組を総合的に点検・評価するために，計画の期間

（平成20年度から平成24年度までの５年間）内に評価の枠組みや視点を明確にしていき

ます。

（注）別表２の数値目標等が設定されている計画等 
 

（※1）「健康かごしま２１」 
【計画期間：平成13年度～平成24年度】 
ただし，当該数値目標の目標年度は，平成22年度である。 

 
（※2）「鹿児島県がん対策推進計画」 

【計画期間：平成20年度～平成24年度】 
 

（※3）「かごしま子ども未来プラン」（鹿児島県次世代育成支援対策行動計画） 
【計画期間：平成17年度～平成21年度】 

 
（※4）農山漁村における男女のパートナーシップの確立に関する指標 

1945年
（昭和20年）

1946年
（昭和21年）

1948年
（昭和23年）

1967年
（昭和42年）

1972年
（昭和47年）

1975年
（昭和50年）

1976年
（昭和51年）

1977年
（昭和52年）

1979年
（昭和54年）

1980年
（昭和55年）

●国際連合発足

●国連婦人の地位委員会設置

●婦人に対する差別撤廃宣言

● 1975年を「国際婦人年」と

すると宣言

●第１回国際婦人年世界会議

（メキシコシティ）

●「世界行動計画」採択

●「国連婦人の10年」始まる

●「女子に対するあらゆる形

態の差別撤廃条約（女子差

別撤廃条約）」採択

●国連婦人の10年中間年世界

会議（第２回世界女性会議

コペンハーゲン）

●「国連婦人の10年後半期行

動プログラム」採択

●第22回総選挙で初の婦人参

政権を行使

●「日本国憲法」公布

●労働省発足，婦人少年局設

置

●婦人問題企画推進本部及び

婦人問題企画推進会議設置

●総理府婦人問題担当室設置

●「育児休業法」成立

　（昭51年施行，女子教員・

　看護婦・保母を対象）

●「民法」改正・施行

　（婚氏続称制度）

●「国内行動計画」

（昭和52〜昭和61年）策定

●国立婦人教育会館（現国立

女性教育会館）開館

●「女子差別撤廃条約」署名

●「民法」及び「家事審判法」

改正（配偶者の相続分引き

上げ）

● 女性問題の窓口を青少年婦人

課に設置

● 婦人関係行政推進連絡会議及

び婦人問題懇話会設置

● 婦人の生活実態と意識調査実

施

●第１回「婦人の船」

　中国へ派遣



県民・コミュニ
ティ・ＮＰＯ

市�町�村 民間企業

・団体等

����

�� ��

○別表１　数値目標 

体 系 の
番 　 号

4−② 8.2％ 100％ 環境生活部24
配偶者等からの暴力の防止及び
被害者支援のための庁内連絡体
制を整えた市町村の割合

9−① 31.7％ 35％ 環境生活部24
県の審議会等への女性委員の登
用率

項 目
数 値 数 値 年 度

担 当 部 局
現況（19.4.1） 目 標 値

3−② 7.1�� 18 減少
させる

保健福祉部21
10代の性器クラミジア感染症と
淋菌感染症の報告数（※3）
（1定点医療機関あたり）

3−① 17.4％ 18
30％
以上

保健福祉部24子宮がん検診受診率（※2）

3−① 18.4％ 18
30％
以上

保健福祉部24乳がん検診受診率（※2）

3−② 62.2％ 18 100％ 保健福祉部21
妊娠11週以内での妊娠の届出率
（※3）

3−② 8.9％ 18
減少
させる

保健福祉部21
10代の人工妊娠中絶実施率
（15〜19歳人口千対）（※3）

3−③ 75.7％ 18 100％ 教　育　庁21
薬物乱用防止教室の実施率
（中・高校）（※3）

6−① 1,190戸 18 1,600戸 農　政　部22家族経営協定締結数（※4）

6−① 247人 18 330人 農　政　部22女性農業経営士の認定者数（※4）

6−① 379戸 18 600戸 農　政　部22女性の認定農業者数（※4）

8−④ 97箇所 18 108箇所 保健福祉部21一時保育の実施箇所数（※3）

8−④ 58箇所 18 63箇所 保健福祉部21
地域子育て支援拠点（センター
型）の設置箇所数（※3）

8−④ 24箇所 18 60箇所 保健福祉部21休日保育の実施箇所数（※3）

8−④ 212箇所 18 266箇所 保健福祉部21放課後児童クラブの設置数（※3）

8−④ 22箇所 18 32箇所 保健福祉部21母親クラブの設置数（※3）

8−④ 5箇所 18 6箇所 商工労働部21
ファミリー・サポート・センター
の設置箇所数（※3）

11−① 20.4％ 100％ 環境生活部24
男女共同参画計画の策定市町村
の割合

○別表２　関連施策・事業の数値目標等 

体 系 の
番 　 号

3−① 35機関 18
50機関以

上
保健福祉部22

女性にやさしい医療機関の指定
数（※1）

項 目
数 値 年 度 数 値 年 度

担 当 部 局
現 況 目 標 値

3−① − −
35店舗以

上
保健福祉部22

女性の健康サポート薬局の指定
数（※1）

鹿児島県における男女共同参画推進体制図 

鹿児島県男女共同参画推進条例

鹿児島県男女共同参画基本計画

鹿児島県男女共同参画推進本部 

施策・事業の総合調整及び進行管理

本部長：知事

本部員：副知事

　　　　会計管理者　　各部局長

　　　　教育長　　　　警察本部長

　　　　県立病院事業管理者

幹事会：各部局主管課長

推進員会：各部局関係課

担当係長

鹿児島県男女共同参画審議会 

基本計画の策定・変更
基本的・総合的政策又は重要事項に
ついての調査審議

委 員 

男女共同参画に関する識見
を有する者20人以内

専 門 部 会 

環境生活部青少年男女共同参画課 
【男女共同参画推進本部及び男女共同参画審議会事務局】

関係各課・機関 

鹿児島県男女共同 
参画センター 

男女共同参画を推進する
総合的な活動拠点

連携

協働
連携

協働

連携 協力

連携協働

協働連携
総合調整 推進

連携 協力

連携

協力
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4　数値目標 

男女共同参画の施策の推進を図り，その進捗状況を把握するため，数値目標（別表１）

を設定します。

また，この計画において取り組むこととしている具体的施策で，他の計画等におい

て数値目標等が設定されているものについては，関連施策・事業の数値目標等（別表２）

としてこの計画に記載し，その進捗状況を把握していきます。

なお，目標値の年度がこの計画と異なるものについては，それぞれの計画の目標年

度終了時に新たな目標値を設定することとします。　

 

5　関連施策の進行管理 

この計画に基づいた関連施策の進行管理は，鹿児島県男女共同参画審議会による調

査審議を踏まえ，鹿児島県男女共同参画推進本部において行います。

なお，その結果については公表し，施策の推進に努めます。

 

6　計画の総合的評価 

この計画に基づいた関連施策の取組を総合的に点検・評価するために，計画の期間

（平成20年度から平成24年度までの５年間）内に評価の枠組みや視点を明確にしていき

ます。

（注）別表２の数値目標等が設定されている計画等 
 

（※1）「健康かごしま２１」 
【計画期間：平成13年度～平成24年度】 
ただし，当該数値目標の目標年度は，平成22年度である。 

 
（※2）「鹿児島県がん対策推進計画」 

【計画期間：平成20年度～平成24年度】 
 

（※3）「かごしま子ども未来プラン」（鹿児島県次世代育成支援対策行動計画） 
【計画期間：平成17年度～平成21年度】 

 
（※4）農山漁村における男女のパートナーシップの確立に関する指標 

1945年
（昭和20年）

1946年
（昭和21年）

1948年
（昭和23年）

1967年
（昭和42年）

1972年
（昭和47年）

1975年
（昭和50年）

1976年
（昭和51年）

1977年
（昭和52年）

1979年
（昭和54年）

1980年
（昭和55年）

●国際連合発足

●国連婦人の地位委員会設置

●婦人に対する差別撤廃宣言

● 1975年を「国際婦人年」と

すると宣言

●第１回国際婦人年世界会議

（メキシコシティ）

●「世界行動計画」採択

●「国連婦人の10年」始まる

●「女子に対するあらゆる形

態の差別撤廃条約（女子差

別撤廃条約）」採択

●国連婦人の10年中間年世界

会議（第２回世界女性会議

コペンハーゲン）

●「国連婦人の10年後半期行

動プログラム」採択

●第22回総選挙で初の婦人参

政権を行使

●「日本国憲法」公布

●労働省発足，婦人少年局設

置

●婦人問題企画推進本部及び

婦人問題企画推進会議設置

●総理府婦人問題担当室設置

●「育児休業法」成立

　（昭51年施行，女子教員・

　看護婦・保母を対象）

●「民法」改正・施行

　（婚氏続称制度）

●「国内行動計画」

（昭和52〜昭和61年）策定

●国立婦人教育会館（現国立

女性教育会館）開館

●「女子差別撤廃条約」署名

●「民法」及び「家事審判法」

改正（配偶者の相続分引き

上げ）

● 女性問題の窓口を青少年婦人

課に設置

● 婦人関係行政推進連絡会議及

び婦人問題懇話会設置

● 婦人の生活実態と意識調査実

施

●第１回「婦人の船」

　中国へ派遣
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○別表１　数値目標 

体 系 の
番 　 号

4−② 8.2％ 100％ 環境生活部24
配偶者等からの暴力の防止及び
被害者支援のための庁内連絡体
制を整えた市町村の割合

9−① 31.7％ 35％ 環境生活部24
県の審議会等への女性委員の登
用率

項 目
数 値 数 値 年 度

担 当 部 局
現況（19.4.1） 目 標 値

3−② 7.1�� 18 減少
させる

保健福祉部21
10代の性器クラミジア感染症と
淋菌感染症の報告数（※3）
（1定点医療機関あたり）

3−① 17.4％ 18
30％
以上

保健福祉部24子宮がん検診受診率（※2）

3−① 18.4％ 18
30％
以上

保健福祉部24乳がん検診受診率（※2）

3−② 62.2％ 18 100％ 保健福祉部21
妊娠11週以内での妊娠の届出率
（※3）

3−② 8.9％ 18
減少
させる

保健福祉部21
10代の人工妊娠中絶実施率
（15〜19歳人口千対）（※3）

3−③ 75.7％ 18 100％ 教　育　庁21
薬物乱用防止教室の実施率
（中・高校）（※3）

6−① 1,190戸 18 1,600戸 農　政　部22家族経営協定締結数（※4）

6−① 247人 18 330人 農　政　部22女性農業経営士の認定者数（※4）

6−① 379戸 18 600戸 農　政　部22女性の認定農業者数（※4）

8−④ 97箇所 18 108箇所 保健福祉部21一時保育の実施箇所数（※3）

8−④ 58箇所 18 63箇所 保健福祉部21
地域子育て支援拠点（センター
型）の設置箇所数（※3）

8−④ 24箇所 18 60箇所 保健福祉部21休日保育の実施箇所数（※3）

8−④ 212箇所 18 266箇所 保健福祉部21放課後児童クラブの設置数（※3）

8−④ 22箇所 18 32箇所 保健福祉部21母親クラブの設置数（※3）

8−④ 5箇所 18 6箇所 商工労働部21
ファミリー・サポート・センター
の設置箇所数（※3）

11−① 20.4％ 100％ 環境生活部24
男女共同参画計画の策定市町村
の割合

○別表２　関連施策・事業の数値目標等 

体 系 の
番 　 号

3−① 35機関 18
50機関以

上
保健福祉部22

女性にやさしい医療機関の指定
数（※1）

項 目
数 値 年 度 数 値 年 度

担 当 部 局
現 況 目 標 値

3−① − −
35店舗以

上
保健福祉部22

女性の健康サポート薬局の指定
数（※1）

鹿児島県における男女共同参画推進体制図 

鹿児島県男女共同参画推進条例

鹿児島県男女共同参画基本計画

鹿児島県男女共同参画推進本部 

施策・事業の総合調整及び進行管理

本部長：知事

本部員：副知事

　　　　会計管理者　　各部局長

　　　　教育長　　　　警察本部長

　　　　県立病院事業管理者

幹事会：各部局主管課長

推進員会：各部局関係課

担当係長

鹿児島県男女共同参画審議会 

基本計画の策定・変更
基本的・総合的政策又は重要事項に
ついての調査審議

委 員 

男女共同参画に関する識見
を有する者20人以内

専 門 部 会 

環境生活部青少年男女共同参画課 
【男女共同参画推進本部及び男女共同参画審議会事務局】

関係各課・機関 

鹿児島県男女共同 
参画センター 

男女共同参画を推進する
総合的な活動拠点

連携

協働
連携

協働

連携 協力

連携協働

協働連携
総合調整 推進

連携 協力

連携

協力

国
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男女共同参画社会の形成の促進に関する国内外及び本県の動き（年表） 

資　　料　　編 

年 国連関係 日　　本 鹿児島県 
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4　数値目標 

男女共同参画の施策の推進を図り，その進捗状況を把握するため，数値目標（別表１）

を設定します。

また，この計画において取り組むこととしている具体的施策で，他の計画等におい

て数値目標等が設定されているものについては，関連施策・事業の数値目標等（別表２）

としてこの計画に記載し，その進捗状況を把握していきます。

なお，目標値の年度がこの計画と異なるものについては，それぞれの計画の目標年

度終了時に新たな目標値を設定することとします。　

 

5　関連施策の進行管理 

この計画に基づいた関連施策の進行管理は，鹿児島県男女共同参画審議会による調

査審議を踏まえ，鹿児島県男女共同参画推進本部において行います。

なお，その結果については公表し，施策の推進に努めます。

 

6　計画の総合的評価 

この計画に基づいた関連施策の取組を総合的に点検・評価するために，計画の期間

（平成20年度から平成24年度までの５年間）内に評価の枠組みや視点を明確にしていき

ます。

（注）別表２の数値目標等が設定されている計画等 
 

（※1）「健康かごしま２１」 
【計画期間：平成13年度～平成24年度】 
ただし，当該数値目標の目標年度は，平成22年度である。 

 
（※2）「鹿児島県がん対策推進計画」 

【計画期間：平成20年度～平成24年度】 
 

（※3）「かごしま子ども未来プラン」（鹿児島県次世代育成支援対策行動計画） 
【計画期間：平成17年度～平成21年度】 

 
（※4）農山漁村における男女のパートナーシップの確立に関する指標 

1945年
（昭和20年）

1946年
（昭和21年）

1948年
（昭和23年）

1967年
（昭和42年）

1972年
（昭和47年）

1975年
（昭和50年）

1976年
（昭和51年）

1977年
（昭和52年）

1979年
（昭和54年）

1980年
（昭和55年）

●国際連合発足

●国連婦人の地位委員会設置

●婦人に対する差別撤廃宣言

● 1975年を「国際婦人年」と

すると宣言

●第１回国際婦人年世界会議

（メキシコシティ）

●「世界行動計画」採択

●「国連婦人の10年」始まる

●「女子に対するあらゆる形

態の差別撤廃条約（女子差

別撤廃条約）」採択

●国連婦人の10年中間年世界

会議（第２回世界女性会議

コペンハーゲン）

●「国連婦人の10年後半期行

動プログラム」採択

●第22回総選挙で初の婦人参

政権を行使

●「日本国憲法」公布

●労働省発足，婦人少年局設

置

●婦人問題企画推進本部及び

婦人問題企画推進会議設置

●総理府婦人問題担当室設置

●「育児休業法」成立

　（昭51年施行，女子教員・

　看護婦・保母を対象）

●「民法」改正・施行

　（婚氏続称制度）

●「国内行動計画」

（昭和52〜昭和61年）策定

●国立婦人教育会館（現国立

女性教育会館）開館

●「女子差別撤廃条約」署名

●「民法」及び「家事審判法」

改正（配偶者の相続分引き

上げ）

● 女性問題の窓口を青少年婦人

課に設置

● 婦人関係行政推進連絡会議及

び婦人問題懇話会設置

● 婦人の生活実態と意識調査実

施

●第１回「婦人の船」

　中国へ派遣
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○別表１　数値目標 

体 系 の
番 　 号

4−② 8.2％ 100％ 環境生活部24
配偶者等からの暴力の防止及び
被害者支援のための庁内連絡体
制を整えた市町村の割合

9−① 31.7％ 35％ 環境生活部24
県の審議会等への女性委員の登
用率

項 目
数 値 数 値 年 度

担 当 部 局
現況（19.4.1） 目 標 値

3−② 7.1�� 18 減少
させる

保健福祉部21
10代の性器クラミジア感染症と
淋菌感染症の報告数（※3）
（1定点医療機関あたり）

3−① 17.4％ 18
30％
以上

保健福祉部24子宮がん検診受診率（※2）

3−① 18.4％ 18
30％
以上

保健福祉部24乳がん検診受診率（※2）

3−② 62.2％ 18 100％ 保健福祉部21
妊娠11週以内での妊娠の届出率
（※3）

3−② 8.9％ 18
減少
させる

保健福祉部21
10代の人工妊娠中絶実施率
（15〜19歳人口千対）（※3）

3−③ 75.7％ 18 100％ 教　育　庁21
薬物乱用防止教室の実施率
（中・高校）（※3）

6−① 1,190戸 18 1,600戸 農　政　部22家族経営協定締結数（※4）

6−① 247人 18 330人 農　政　部22女性農業経営士の認定者数（※4）

6−① 379戸 18 600戸 農　政　部22女性の認定農業者数（※4）

8−④ 97箇所 18 108箇所 保健福祉部21一時保育の実施箇所数（※3）

8−④ 58箇所 18 63箇所 保健福祉部21
地域子育て支援拠点（センター
型）の設置箇所数（※3）

8−④ 24箇所 18 60箇所 保健福祉部21休日保育の実施箇所数（※3）

8−④ 212箇所 18 266箇所 保健福祉部21放課後児童クラブの設置数（※3）

8−④ 22箇所 18 32箇所 保健福祉部21母親クラブの設置数（※3）

8−④ 5箇所 18 6箇所 商工労働部21
ファミリー・サポート・センター
の設置箇所数（※3）

11−① 20.4％ 100％ 環境生活部24
男女共同参画計画の策定市町村
の割合

○別表２　関連施策・事業の数値目標等 

体 系 の
番 　 号

3−① 35機関 18
50機関以

上
保健福祉部22

女性にやさしい医療機関の指定
数（※1）

項 目
数 値 年 度 数 値 年 度

担 当 部 局
現 況 目 標 値

3−① − −
35店舗以

上
保健福祉部22

女性の健康サポート薬局の指定
数（※1）

鹿児島県における男女共同参画推進体制図 

鹿児島県男女共同参画推進条例

鹿児島県男女共同参画基本計画

鹿児島県男女共同参画推進本部 

施策・事業の総合調整及び進行管理

本部長：知事

本部員：副知事

　　　　会計管理者　　各部局長

　　　　教育長　　　　警察本部長

　　　　県立病院事業管理者

幹事会：各部局主管課長

推進員会：各部局関係課

担当係長

鹿児島県男女共同参画審議会 

基本計画の策定・変更
基本的・総合的政策又は重要事項に
ついての調査審議

委 員 

男女共同参画に関する識見
を有する者20人以内

専 門 部 会 

環境生活部青少年男女共同参画課 
【男女共同参画推進本部及び男女共同参画審議会事務局】

関係各課・機関 

鹿児島県男女共同 
参画センター 

男女共同参画を推進する
総合的な活動拠点

連携

協働
連携

協働

連携 協力

連携協働

協働連携
総合調整 推進

連携 協力

連携

協力

国

第
４
章
　
県
の
推
進
体
制 

第
４
章
　
県
の
推
進
体
制 

�� ��

資
　
　
料
　
　
編 

男女共同参画社会の形成の促進に関する国内外及び本県の動き（年表） 

資　　料　　編 

年 国連関係 日　　本 鹿児島県 
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推
進
体
制 
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4　数値目標 

男女共同参画の施策の推進を図り，その進捗状況を把握するため，数値目標（別表１）

を設定します。

また，この計画において取り組むこととしている具体的施策で，他の計画等におい

て数値目標等が設定されているものについては，関連施策・事業の数値目標等（別表２）

としてこの計画に記載し，その進捗状況を把握していきます。

なお，目標値の年度がこの計画と異なるものについては，それぞれの計画の目標年

度終了時に新たな目標値を設定することとします。　

 

5　関連施策の進行管理 

この計画に基づいた関連施策の進行管理は，鹿児島県男女共同参画審議会による調

査審議を踏まえ，鹿児島県男女共同参画推進本部において行います。

なお，その結果については公表し，施策の推進に努めます。

 

6　計画の総合的評価 

この計画に基づいた関連施策の取組を総合的に点検・評価するために，計画の期間

（平成20年度から平成24年度までの５年間）内に評価の枠組みや視点を明確にしていき

ます。

（注）別表２の数値目標等が設定されている計画等 
 

（※1）「健康かごしま２１」 
【計画期間：平成13年度～平成24年度】 
ただし，当該数値目標の目標年度は，平成22年度である。 

 
（※2）「鹿児島県がん対策推進計画」 

【計画期間：平成20年度～平成24年度】 
 

（※3）「かごしま子ども未来プラン」（鹿児島県次世代育成支援対策行動計画） 
【計画期間：平成17年度～平成21年度】 

 
（※4）農山漁村における男女のパートナーシップの確立に関する指標 

1945年
（昭和20年）

1946年
（昭和21年）

1948年
（昭和23年）

1967年
（昭和42年）

1972年
（昭和47年）

1975年
（昭和50年）

1976年
（昭和51年）

1977年
（昭和52年）

1979年
（昭和54年）

1980年
（昭和55年）

●国際連合発足

●国連婦人の地位委員会設置

●婦人に対する差別撤廃宣言

● 1975年を「国際婦人年」と

すると宣言

●第１回国際婦人年世界会議

（メキシコシティ）

●「世界行動計画」採択

●「国連婦人の10年」始まる

●「女子に対するあらゆる形

態の差別撤廃条約（女子差

別撤廃条約）」採択

●国連婦人の10年中間年世界

会議（第２回世界女性会議

コペンハーゲン）

●「国連婦人の10年後半期行

動プログラム」採択

●第22回総選挙で初の婦人参

政権を行使

●「日本国憲法」公布

●労働省発足，婦人少年局設

置

●婦人問題企画推進本部及び

婦人問題企画推進会議設置

●総理府婦人問題担当室設置

●「育児休業法」成立

　（昭51年施行，女子教員・

　看護婦・保母を対象）

●「民法」改正・施行

　（婚氏続称制度）

●「国内行動計画」

（昭和52〜昭和61年）策定

●国立婦人教育会館（現国立

女性教育会館）開館

●「女子差別撤廃条約」署名

●「民法」及び「家事審判法」

改正（配偶者の相続分引き

上げ）

● 女性問題の窓口を青少年婦人

課に設置

● 婦人関係行政推進連絡会議及

び婦人問題懇話会設置

● 婦人の生活実態と意識調査実

施

●第１回「婦人の船」

　中国へ派遣


